
事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

施業の集約化により間伐材の生産コストを削減するため、計画的に集約化作業を行うための森林経営計
画策定等の取組みに対して支援する。森林経営計画を策定し面的にまとめた地域に対しては、様々な森
林整備補助を行うことが可能となる。（主に森林経営計画策定事業の補助であるが年によって森林境界
策定や作業路網整備のための補助メニューがある。）

事業№ 事務事業名 森林整備地域活動支援交付金事業補助金
担
当
部
署

産業経済部

農林水産課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託

指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） 補助金事業

電話 ８２－１９５９387 予算事業名 ( 林業振興推進費

○

森林・林業の振興

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

豊かな資源を生かしたまちづくり

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績

第 3 部 個性に満ちた活気あふれるまち

政 策 ( 章 ) 第 3 章

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

経営計画策定支援（森林組合）　作業路網等（森林組合、富山県農林水産公社）

市直営

根 拠 法 令 等 森林整備地域活動支援交付金実施要領、富山県森林整備地域活動支援交付金事業費交付金等交付要綱、射水市補助金等交付規則

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

施業の集約化により間伐材の生産コストを削減するため、計画的に集約化作業を行うための森林経営計
画策定等の取組みに対して支援する。

施 策 ( 節 ) 第 2 節

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

件 1
活
動
指
標

補 助 金 等
交 付 件 数

単位 H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

0 11

指　標　名

補助事業実施地域数（H24は作業路網整備、
H25以降は森林経営計画策定支援補助）

指　標　名

補助金等交付件数

項目(単位:千円) H24決算

398

H25決算

380
直 接 事 業 費
( 補 助 金 等 交 付 額 )

H27見込

1 1 1地域 0

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) - 未執行につき評価不能

有 効 性
(ａ～ｃ) - 未執行につき評価不能

効 率 性
(ａ～ｃ) - 未執行につき評価不能

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) - 未執行につき評価不能

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

95

廃止・休止 当市の人工林資源が利用期を迎えつつある中、林
業の採算性を高め適切な森林整備を進めるために
は、施業の集約化や計画的な路網整備等により効
率的に推進していく必要がある。森林経営計画制
度は、その取組を制度化したものであり、林業の
持続的かつ健全な発展と森林の有する多様な機能
の発揮を目的としており、 計画的に集約化作業
を行うための森林経営計画策定等の取組に対して
支援を行うことは妥当であると考える。

やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

事
業
コ
ス
ト

95

285 285国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

366

032

林業振興費

（ 当初予算額  ） 420 380 2,167

6 款 農林水産業費 2 項 1 目林業費

H26決算

0

事業コストに関する特記事項

H24は、作業路網整備補助があり、そのメ
ニューのみ行う。H26は、森林境界明確化、
作業路網整備メニューがあると県から指示
を受けて予算どりを行ったが、新年度に
なってそのメニューはなくなったとの指示
を受けた。H25、H27については森林経営計
画策定支援補助事業を行う。

H27予算

380

0



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

補助金事業

○
類 型 区 分

○個 人

団 体

団体運営費補助

評価結果

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

補助金事業

担
当
部
署

部名 産業経済部

課名 農林水産課

電話 ８２－１９５９

事業№

387

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

森林整備地域活動支援交付金事業補助金

年度分 ）

( 林業振興推進費 )

6 款 農林水産業費

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法
森林経営計画策定支援　380,000円（県費3/4　市費1/4）
作業路網の整備等は、メニューのある年度によって補助額及び補助率が
異なる。

経営計画策定支援（森林組合）　作業路網等（森林組合、富山県農林水産公社）事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

施業の集約化により間伐材の生産コストを削減するため、計画的に集約化作業を行うための森林経営計
画策定等の取組みに対して支援する。

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

施業の集約化により間伐材の生産コストを削減するため、計画的に集約化作業を行うための森林経営計
画策定等の取組みに対して支援する。森林経営計画を策定し面的にまとめた地域に対しては、様々な森
林整備補助を行うことが可能となる。（主に森林経営計画策定事業の補助であるが年によって森林境界
策定や作業路網整備のための補助メニューがある。）

補 助 区 分

定 額

定 率

その他

事
務
局
体
制

0.0

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

398 380

32 95

0

1 1 0 1

歳出に占める割合

補助金の占める割合

398 380

100.0 100.0

398 380

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

380

95

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

0

0.0

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

0

0

件

千円

千円

千円

○ 交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源 ○

％ )

75 ％ )

件

千円

千円

2 項 林業費 1 目 林業振興費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

森林の下草刈り作業及び竹林伐採作業

2

事業№ 事務事業名 下刈作業学生導入特別対策事業補助金
担
当
部
署

産業経済部

農林水産課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託

指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） 補助金事業

電話 ８２－１９５９388 予算事業名 ( 林業振興推進費

○

森林・林業の振興

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

豊かな資源を生かしたまちづくり

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位

ｈａ

H24実績 H25実績 H26実績

第 3 部 個性に満ちた活気あふれるまち

政 策 ( 章 ) 第 3 章

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

草刈十字軍運動本部　代表　足立原　貫

市直営

根 拠 法 令 等 下刈作業学生導入特別対策事業実施要領、射水市補助金等交付規則

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

森林整備の重要性を啓蒙し、山林業務への意識改革を図る教育活動を推進する。

施 策 ( 節 ) 第 2 節

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

Ｈ２６年度より下草刈だけでなく竹林伐採にも取り組んだ。

件 1
活
動
指
標

補 助 金 等
交 付 件 数

単位 H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

1 11

指　標　名

期間中参加延べ人数

下刈及び竹伐採面積

指　標　名

補助金交付件数

項目(単位:千円) H24決算

250

H25決算

168
直 接 事 業 費
( 補 助 金 等 交 付 額 )

H27見込

47

4

67

2

80

2

人 70

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ 下草刈りをボランティア活動で行っており、活動経費を補助することは妥当である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 森林整備の重要性と環境保全教育の推進に有効な事業である。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 経費は、指導者賃金や賃借料や消耗品等最小限である。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

84

廃止・休止

機械や薬品等の文明的なものを使わず鎌１本で森
林内の下草刈りを行い、森林整備や環境及び生態
系等の保護を啓発する活動を行っている草刈十字
軍に代わる団体はなく、現行通り継続することが
望ましい。やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

事
業
コ
ス
ト

84

84 166国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

166

8484

林業振興費

（ 当初予算額  ） 168 168 168

6 款 農林水産業費 2 項 1 目林業費

H26決算

168

事業コストに関する特記事項

３年に１回は、持ち回り（黒部、富山、射
水市）で交流会を開催することになってい
るためその年は、事業費が増加する。

H27予算

250

84



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

○ 会費負担なし会費負担あり

(会費:

　

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

補助金事業

○
類 型 区 分

○個 人

団 体

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

補助金事業

担
当
部
署

部名 産業経済部

課名 農林水産課

電話 ８２－１９５９

事業№

388

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

下刈作業学生導入特別対策事業補助金

年度分 ）

( 林業振興推進費 )

6 款 農林水産業費

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法
研修会等指導費　168,000円（県費1/2　市費1/2）
交流会開催費82,000円（10/10）（３年に１回の交流会開催時のみ）

草刈十字軍運動本部　代表　足立原　貫事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

森林整備の重要性を啓蒙し、山林業務への意識改革を図る教育活動を推進する。

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

森林の下草刈り作業及び竹林伐採作業

補 助 区 分

○ 定 額

○ 定 率

その他

事
務
局
体
制

0.0 0.0

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

250 168

84 84

0

1 1 1 1

歳出に占める割合

補助金の占める割合

250 168 168

100.0 100.0 100.0

250 168 168

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

250

84

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

0

0.0

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

168

84

0

件

千円

千円

千円

○ 交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源 ○

％ )

50 ％ )

件

千円

千円

2 項 林業費 1 目 林業振興費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体
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